
事業番号 936

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　(厚生労働省)

予算事業名
日系人集住地域を管轄する公共職業安定所の

マッチング機能の強化
事業開始
年度

平成21年度 作成責任者

担当部局庁 職業安定局 担当課室 外国人雇用対策課
外国人雇用対策課

長

会計区分
一般会計

労働保険特別会計雇用勘定 上位政策
高齢者・障害者・若年者等の雇用の安定・促進を図る

こと

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

雇用対策法第４条第1項第10号、第8条、第9条
第28条第2項

雇用保険法第62条第1項、第5項

関係する計
画、通知等

「生活者としての外国人」に関する総合的対応策」
「日本経済の進路と戦略」

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

深刻な経済危機の下で、日系人が集住する地域を管轄している公共職業安定所において、就職困難な日系人をはじ
めとする外国人労働者の雇用・生活の安定を確保するためにこれらの者に係る雇用対策を実施する。

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

日系人をはじめとする外国人労働者については、派遣・請負といった不安定な雇用形態で働く者が多く、一旦失業した
場合には、これまでの職業経験の蓄積や言語面の問題などから日本企業で広く安定的な職業に就くためのスキルを身
につけているとは言えず、日本人労働者に比べて特に脆弱な立場に置かれていることから、日系人が集住する地域を
管轄している公共職業安定所において、①ワンストップサービスによる市町村と連携した情報提供・相談体制の整備、
②外国人専門の相談・援助拠点の整備、③通訳・相談員による現行庁舎内の相談体制の強化及び求人開拓の実施、
④将来的にも日本で安定雇用できるよう民間企業への委託により就労準備研修の実施を行っている。

実施状況
　　①、②、③経済危機後の大幅な外国人求職者の増加に対応し得る増強を実施。
　　④就労準備研修平成２１年度実績（全国14県63市町村で実施。延べ受講者数6,298人）

予算の状況
（単位:百万円）

19年度 20年度 21年度 22年度 23年度要求

予算額(補正後） 3,045 2,332 1,760

執行額 1,613

執行率 53%

総事業費(執行ベース) 1,613

自
己
点
検

支出先・
使途の把
握水準・
状況

　　①、②、③経済危機後の大幅な外国人求職者の増加に対応し得る増強を行い、利用者のサービス向上を図った。
　　④については、当初の目標受講者数（5,000人程度）を上回り、一定の成果がみられたところである。

見直しの
余地

　引き続き厳しい外国人の再就職状況等を踏まえ、本事業の着実な実施が必要であるが、事業における執行額等を考
慮し、所要の見直しを図ることとしたい。

予
算
監
視
・
効
率
化

チ
ー

ム
の
所
見

一部改善（執行状況を予算要求に反映）

毎年度恒常的に不要が生じており、予算と執行の乖離の要因等を精査し、予算を縮減すべき。

補
　
記



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する)
(単位:百万円)

厚生労働省

1,613百万円

Ｂ．(財)日本国際協力センター

674百万円

【公募・委託】

Ｉ．(財)豊田市交流協会

7百万円

Ｈ．(財)服部公益財団、

YAMASA言語文化研究所

10百万円

Ｅ．(財)浜松国際協力協会

25百万円

Ａ．都道府県労働局

①7県

②4都府県

③47都道府県

939百万円

Ｄ．(財)海外日系人協会

46百万円

（神奈川県）

（静岡県浜松市）

Ｃ．茨城NPOセンター・コモンズ

2百万円

Ｇ．学校法人カンティーニョ学

園 9百万円

Ｆ．特定非営利法人ABT豊橋ブ

ラジル協会 13百万円

（愛知県豊橋市）

（愛知県岡崎市）

（愛知県豊橋市）

（茨城県常総市）

（愛知県豊田市）

【一部・再委託】

・日本語能力、労働条件、雇用慣行、労働・社会保険

制度等の理解等を目的とした就労準備研修を実施。

・市町村と連携した情報提供・相談体

制の整備、外国人専門の相談・援助拠

点の整備、通訳・相談員の体制の強化

及び求人開拓の実施を実施。

厚生労働省

1,613百万円

Ｂ．(財)日本国際協力センター

674百万円

【公募・委託】

Ｉ．(財)豊田市交流協会

7百万円

Ｈ．(財)服部公益財団、

YAMASA言語文化研究所

10百万円

Ｅ．(財)浜松国際協力協会

25百万円

Ａ．都道府県労働局

①7県

②4都府県

③47都道府県

939百万円

Ｄ．(財)海外日系人協会

46百万円

（神奈川県）

（静岡県浜松市）

Ｃ．茨城NPOセンター・コモンズ

2百万円

Ｇ．学校法人カンティーニョ学

園 9百万円

Ｆ．特定非営利法人ABT豊橋ブ

ラジル協会 13百万円

（愛知県豊橋市）

（愛知県岡崎市）

（愛知県豊橋市）

（茨城県常総市）

（愛知県豊田市）

【一部・再委託】

112百万円

・日本語能力、労働条件、雇用慣行、労働・社会保険

制度等の理解等を目的とした就労準備研修を実施。

・市町村と連携した情報提供・相談体

制の整備、外国人専門の相談・援助拠

点の整備、通訳・相談員の体制の強化

及び求人開拓の実施を実施。



費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に
ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように

記載）

A.都道府県労働局 E.（財）浜松国際協力協会

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

管理費 相談員・通訳謝金 811 事業費
謝金（日本語講師、就労研修講師、現地
連絡調整員、通訳・翻訳謝金） 21

土地建物借料 64 旅費 1

相談員・通訳社会保険料等 62 その他（会場借料、教材費等） 2

旅費等 2

計 939 計 25

B.（財）日本国際協力センター F.特定非営利法人ＡＢＴ豊橋ブラジル協会

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

事業費 謝金（日本語講師、就労研修講師、現
地連絡調整員、通訳・翻訳謝金）

328 事業費 謝金（日本語講師、就労研修講師、現
地連絡調整員、通訳・翻訳謝金）

11

再委託事業費 112 会場借料 2

旅費 48 その他（旅費、教材費、文具等消耗品
等）

教材費 52

会場借料 22

その他（文具等消耗品、通信運搬費、
印刷等）

36

管理費 人件費（業務責任者、業務実行者等） 61

法定福利費等 14

計 674 計 13

C.茨城ＮＰＯセンター・コモンズ G.学校法人カンティーニョ学園

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

事業費 謝金（日本語講師、就労研修講師、現
地連絡調整員、通訳・翻訳謝金）

2 事業費 謝金（日本語講師、就労研修講師、現
地連絡調整員、通訳・翻訳謝金）

8

その他（旅費、会場借料、教材費、文
具消耗品等）

会場借料 1

その他（旅費、教材費、文具等消耗品
等）

計 2 計 9

D.（財）海外日系人協会 H.（財）服部公益財団ＹＡＭＡＳＡ言語文化研究所

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

事業費 謝金（日本語講師、就労研修講師、現
地連絡調整員、通訳・翻訳謝金）

41 事業費 謝金（日本語講師、就労研修講師、現
地連絡調整員、通訳・翻訳謝金）

6

旅費 2 会場借料 3

その他（教材費、文具等消耗品、通信
運搬費等）

2 その他（旅費、教材費） 1

会場借料 1

　

計 46 計 10



費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に
ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように

記載）

I.（財）豊田市交流協会

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

事業費 謝金（日本語講師、就労研修講師、現
地連絡調整員、通訳・翻訳謝金）

6

その他（旅費、会場借料、教材費等）

計 7 計

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 計

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0


